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京都大学における東南アジア研究セ

ンター設置に関する経過概要

(1) 昭和33年秋,総長の要請により総長と関係学部

長の間で,京大として東南アジアに関する人文 ･社会

科学的総合研究を推進することが議せられ,次いで関

係学部長と学部長推せんの教授からなる会議の結果,

推進を具体化するため東南アジア研究委員会が組織さ

れた ｡

そして昭和34年 9月研究委員会を中心として学内の

東南アジア研究者で東南アジア研究会 が発足し,爾

莱,月例研究会がもたれている｡

研究委員会の議に基づき,昭和36年 3月から9月ま

で東南アジア研究状況調査のためフォード財団の資金

援助を得て,調査団が欧米および東南アジア諸国に派

遣された｡その結果は, ｢東南アジア研究にかんする

視察旅行の報告｣で報告されている｡

研究委員会は,この調査報告に基づき,京大として

の東南アジア研究計画を検討し,研究計画のうち主と

して外貨を必要とする計画の経費はフォード財団の資

金援助によることとし,昭和37年 2月にディスカッシ

報

ヨン･ベーシスとしての資金援助申請案をフォード財

団に提出した｡

(2) 昭和37年5･6月の2回にわたる学部長会議で

京大として東南アジアの総合的研究を組織的,恒久的

に推進することが検討され,同年 6月東南アジアに関

する研究計画および研究体制を審議するため,京都大

学東南アジア研究計画準備委員会が設けられた｡

準備委員会は,東南アジアの人文 ･社会 ･自然諸科

学からなる全学的な研究体制について審議し,その体

制として東南アジア研究センターが検討された｡

1.この研究センターは広 く人文 ･社会および自

然科学的研究を行なうものとすること｡

2.研究センターはインター ･プアカルティの原

則のもとに組織運営されること｡

3.研究者については既往のメンバー以外になる

べ く広 く学内外の研究者の参加を期待すること｡

4.研究センターはフォード財団の資金援助の有

無にかかわらず行なうこと｡

5.研究センターの経費は国費および国の内外の

資金援助により,フォード財団の資金援助のある場

合には主として第1回現地調査の費用にあて,これ

がセンターの事業の一部になること｡

6′.研究センターは自主 ･民主 ･公開の3原則に

より組織運営され,また学術会議の国際研究協力の

5原則を守ること｡

7.研究センターの管理運営上の重要問題および

将来構想はすべて将来設置される東南アジア研究セ

ンター管理委員会で審議されること｡

さしあたって研究センターの実際上 の運 営 のた

め,中核となる専任教職員を若干名必要とする｡こ

のための昭和39年度以降の予算要求には,2部門程

度が予想される｡

8.研究の対象地域は一応東南アジアとしている

が,将来この地域を拡大して東南アジア以外の地域

を含みうるようにしたい｡これについては,前記管

理委員会で審議されること｡

準備委員会は,7回の会合を持ったが,昭和37年12

月の最終会の委員会においてこれまでの審議結果に基
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づき東南アジア研究センターの設置に関し,昭和37年

12月12日答申を行なった｡続いて昭和38年 1月8日開

催の評議会においてこの答申に基づ く東南アジア研究

センター設置について審議された結果,同日付をもっ

て ｢東南アジア研究センター｣ならびに ｢東南アジア

研究センター管理委員会｣が正式に発足した｡

管理委員会は準備委員会の職務の一部を引きつぐと

ともに,昭和38年2月第1回の委員会をひらき,委員

長の互選,研究センター所長の選考等所要事項につい

て審議し,研究センターの管理の任にあたることにな

った｡

(3) 一方この間に昭和37年7月フォード財団より顧

問が来学,研究委員会とさきに提出した資金援助申請

案について協議した｡同年8月24日準備委員会の諒承

を得て,研究委員会は人文 ･社会科学関係の現地調査

を中心とする資金援助申請をフォー ド財 団 に提出し

た｡

なお研究委員会は今後とも京大としての正式の研究

体制 (東南アジア研究センター)が発足するに至るま

では従来どおり人文社会科学関係の研究と,フォー ド

財団との交渉を続けることとなった｡

なおこのフォード財団に対する資金援助申請は,そI

の後数次にわたる書簡の往復のうえ,昭和38年2月7

日付をもって認可があり,京都大学に対する35万 ドル

の援助金の交付が決定した｡

(4) なお東南アジア研究センターの設置にあたり,

大学院学生を中心とする設置反対運動が続き,数次に

わたり関係者は代表学生等に対し,説得にあたった｡

この会談において関係者は,前記東南アジア研究セン

ター設置に関する方針,フォー ド財団との交渉の模様

を中心に説得にあたり,学生側の懸念するような;ア

メリカの意向による研究方向の慈恵的決定はありえな

いことを明らかにした｡東南アジア研究センターの設

置決定以来現在までのところ学生その他による反対運

動は見られない｡

京都大学東南アジア研究計画準備委

員会要項

1.京都大学東南アジア研究計画準備 委員会 (以下

｢委員会｣という)は,本学における東南アジア

に関する研究計画,研究体制等について審議し,

研究の推進の準備を図ることを目的とする｡

2.委員会は,次の各号にかかげる者で組織する｡

(1)学部長

(2) 教養部長

(3) 人文科学研究所長

(4)前各号にかかげる部局の教授各一名

(5) 事務局長,庶務部長,経理部長

3.委員長は委員の互選によって定める｡委員長は委

員会を招集し,その議長となる｡

4.委員会には幹事若干名をおき,委員会の庶務を処

理させる｡

附 則

この要項は昭和37年 6月5日から施行する｡

京都大学東南アジア研究計画準備委

員会委員

(昭和37年6月26日現在)

文学部長

教育学部長

法学部長

経済学部長

理学部長

医学部長

薬学部長

工学部長

農学部長

教養部長

人文科学研究所長

教授 (文学部)

〝 (教育学部)

〝 (法学部)

〝 (経済学部)

〝 (理学部)

〝 (医学部)

〝 (薬学部)

〝 (工学部)

〝 (農学部)

〝 (教養部)

〝 (人文科学研究所)

事務局長

庶務部長

経理部長

助教授 (文学部)

氏

二

夫

一

惇

陽

忠

亮

利

原

森

岡

足

篠

大

山

宮

掘

富

藤

奥

木

桑

臼

相

猪

掘

北

西

木

滝

地

井

田

野

田

郎

雄

堆

久

東

三

十

真

清

伝

五

作村

原

井

良

木

江

村

尾

村

本

吹

武

二

惟

正

保

四

雅

康

郎

夫

尚

一
道

蔵

郎

七

一
宿

四 手 井 綱 英

羽 田 明

岩 村 忍

横 田 実

松 本 忠 太 郎

浅 野 清 重

棚 瀬 轟 爾 (幹事)
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助教授 (農学部) 本 閲 武

庶務課長 遠 藤 丞

主計課長 渡 部 肇

京都大学東南アジア研究計画準備委

員会開催日

第 1回 昭和37年 6月26日

第2回 昭和37年 7月10日

第 3回 昭和37年 8月21日

第 4回 昭和37年 9月11日

第5回 昭和37年 9月25日

第 6回 昭和37年10月17日

第 7回 昭和37年12月4日

京都大学東南アジア研究センター管

理委員会規程

第1条 京都大学に東南アジア研究センター管理委員

会 (以下 ｢管理委員会｣というG)を置く｡

第 2条 管理委員会は,東南アジア研究センター (以

下 ｢研究センタ-｣というO)に閑する次の事項を審

議する｡

一 所長の選考

二

三
四

規程の制定改廃

年次研究計画および事業計画ならびにその報告

その他委員長が必要と認めた事項

第5条 委員長および副委員長は,委員の互選によっ

て定める｡

2 委員長および副委員長の任期は,2年とする｡

3 委員長に事故あるときは,副委員長が代行する｡

第 6号 議案は,第 4粂第3項に定める場合を除き,

委員長が管理委員会に付議する｡

第 7条 管理委員会は,委員の4分の3以上が出席し

なければ開会することができない｡

第8条 管理委員会の議員は,出席者の3分の2以上

の多数で決する｡

第 9条 委員長が必要と認めたときは,委員以外の者

の出席を求め,意見を聞くことができる｡

第10条 管理委員会の事務を処理するため幹事若干名
を置く｡

附 則

この規程は,昭和38年 1月8日から施行する｡

(昭和38年 2月15日学報号外)

京都大学東南アジア研究センター管

理委旦会委旦名簿

(昭和38年 3月1日現在)

第3条 管理委員会は,次の各号にかかげる委員で組

織する｡

一 学部,教養部および研究所のうち闇係する部局

の長またはこれに代わる教授

二 研究センター所長

2 前項第 1号の委員は,総長が委嘱する｡

3 第 1項第 1号の委員のうち部局長以外のものの任

期は,2年とする｡

第4条 管理委員会は, 委員長が招集し, 議長とな

る｡

2 前項の招集は,年 1回以上行なわなければならな

い｡

3 2名以上の委員から審議串項を示して管理委員会

の開催を求められたときは,委員長は,すみやかに

管理委員会を招集しなければならない｡
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委員長 文学部長

副委員長 人文科学研究所長

委員 教育学部長

p 法学T.,部長

〝 経済学部長

〝 理学郡長

〝 医学部長

〝 薬学部教授

〝 工学部長

〝 東南アジア研究セン
ター所長
農学部長

〝 教養部長

足 利 惇

桑 原 武

重 松 俊

民

夫

明

中 田 淳 一

岡 部 利 良

宮 地 伝 三 郎

堀 井 五 十 雄

木 村 康 一

藤 野 清 久

奥 田 東

木 村 作 次 郎

京都大学東南アジア研究センター管

理委員会開催日

第 1回 昭和38年2月19日

第 2回 昭和38年3月5日

第3回 昭和38年 3月25日

第4回 昭和38年 5月7日



東南アジア研究センター機構関連図

学部 ･教養部 ･研究所等

東南アジア研究センター管理委員会総

良 二二二所 長
委員長
副委員長

--一一一∴二~:i:二ュt-_一一一

運営協議会 (常任委員を置く)

運営協議会構成員 :教授 ･助教授 ･講師

人文･社会科学研究部門 t主任

自 然 科 学 研 究 部 門 l主任

研究者の会議 ;

東南アジア研究センター教官一葉表 (昭和38年6月4日)

部 局 名 】職 名

文 学 部 f教 授

〃

〃

〃

授教

〃

助

〃

lL _
名

泉 井 久 之 助

雄

柘

爾

武

義

轟

田

田

瀬

織

池

棚

西 田 龍 雄

相 良 惟 一

池 田 進

佐 藤 幸 治

小

森

小

兼

親

田

口

倉

武

二

雄

猪 木 正 道

福 島 徳 寿 郎

清 永 数 次

園 部 逸 夫

研 究 内 容

マラヤおよび現インドネシア国の諸方言の直接的採録研究

を中心とするマライ ･ポリネシア諸語の比較言語学的研究

東南アジアにおける村落の研究 (環境)

東南アジアにおける家族および村落の研究

｢マラヤ研究｣マラヤの社会 ･文化 ･宗教等を文化人類学

的に調査研究する

ビルマ諸方言の直接的採集に基 くチベ ット･ビルマ諸語の

比較研究- モーン語の研究をふ くむ

1. 東南アジア地域における教育制度の比較研究

2.東南アジアの近代化と教育の役割についての研究
〟

東南アジア地域における仏教 (禅)の比較研究について

東南アジア地域における教育内容についての研究

日本人の東南アジア観と東南アジア諸国における日本観

東南アジアにおける読書の資源と機会の研究

東南アジア諸国家における政治組織と政治過程の比較研究

〟

〟

〟
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郡 局 名 l職 名1氏 名

法 学 部

経済学部

〟

理 学 部

〟

医 学 部

薬 学 部

助教授

教 授

助教授

教 授

〟

〟

〟

香 西 茂

堀 江 保 蔵

鎌 倉 昇

西 村 英 一

瀬 野 錦 蔵

西 尾 雅 七

木 村 康 一

研 究 内 容

〟

工 学 部

〟

農 学 部

〟〟

教 養 部

〟

〟〟〟〟

人 文科学
研 究 所

〟

r //

L 嘉 究 禁

〟

助教授教授

〟〟〟

助教授

教 授

〟

〃

〃

〃

助教授

教 授

助教授

〟〟
助教授

井 上 博 之

高 橋 三 雄

滝 本 活

松 尾 新 一 郎

四手井 綱 英

川 口 桂 三 郎

本 間 武

柴 田 実

東 中 秀 雄

山 下

久
丁ヒ｢1

米

井

孝

直

艮

〟

南アジア経済近代化要因の研究

東南アジアの経済近代化を阻害している事情の研究

東南アジアにおける地震の研究

東南アジアにおける陸水の研究

東南アジア諸地域における公衆衛生学的研究

1. 薬用資源調査

2. 薬学事情調査

3. 薬学教育事情調査

東南アジア各地の植物を医薬資源として検討し,薬理学的

に興味あるものについて化学的研究を行なう

フィリッピンの薬用植物の含有生分の研究

東南アジアにおける酸性火成岩に伴なう鉱床の研究

東南アジア地区の地下水位とその影響について

東南アジアにおける自然条件の研究

東南アジア諸国の農業立地に関する基礎調査

ビルマの農村経済にかんする研究

東南アジアの稲米儀礼 (稲作農耕民族の民族調査)

1. アジアの重力に関する研究

2･ 物理探鉱法によるアジア各地の局地的地下構造の研究

と地下資源の開発

三 度 霊芝慧芸冨≡':諾 芸誓芸芸れらの導入に関する研究

平 野 実

岩 村 忍

日比野 丈 夫

吉 田 光 邦

東南アジアにおける森林土壌内の生物相

陸水産藻類の植物地理学的研究

東南アジアの調査一般

マライの華僑調査

マライの村落調査

福 永 光 司 tビルマの仏教調査

寺 松 孝 喜東南アジアにおける結核の現状調査及び結核外科の指導

京都大学東南アジア研究センター規程

第1条 京都大学に東南アジア研究センター(以下｢研

究センター｣という｡)を置く｡

第2条 研究センターは,東南アジアの総合研究を行

ない,あわせて東南アジア研究に関する連絡調整お

よび研究資料の収集整理を行な う こ とを目的とす

る｡

計 40名

第 3条 研究センターに総務部および調査研究部を置

く｡

2 総務部においては,研究交流計画 ･研究者養成計

画の立案実施および連絡調整ならびに研究資料の収

集整理および保管等を行なう｡

3 調査研究部においては,人文 ･社会 ･自然科学的

調査研究計画の立案実施および連絡調整を行なう｡

第4条 研究センターに所長を置く｡
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2 所長は,研究センターの業務を総括し,かつ代表

する｡

3 所長の任期は,2年とする｡ただし,再任をさま

たげない｡

4 所長は,東南アジア研究センター管理委員会 (以

下 ｢管理委員会｣という｡)において選考し,総長が

委嘱する｡

第5条 研究センターの業務に従事する者は,総長が

委嘱する｡

第6条 前各条に定めるもののほか,研究センターの

運営について必要な事項は,管理委員会の議を経て

所長が定める｡

附 則

この規程は,昭和38年 1月8日から施行する｡

(昭和38年2月15日学報号外)

東南アジア研究に対する京大総長の

声明

東南アジア諸国は,わが国と,単に地理的に近接し

ているだけでなく,民族的にも文化的にも近似してお

り,またその政治的 ･経済的諸関係は,今後ますます

緊急の皮を加えるでありましょう｡それにもかかわら

ず,これまで,わが学界におけるこの地域の研究は,

世界の他の地域の研究にくらべ,また欧米諸国におけ

るこの地域の研究にくらべて,すこぶるおくれている

ように見受けられます｡かくて私は,東南アジア研究

の必要性を痛感し,4年前,京都大学内に東南アジア

研究会を発足させて,これを支援して参りましたが,

その研究が,このような弱小な組織で達成しうるもの

ではないことに想到し,各学部および付置研究所の協

力をえて,本年 1月,新たに ｢東南アジア研究センタ

ー｣および同 ｢管理委員会｣を設置する運びとなりま

した｡

研究センターの任務とするところは,束南アジア地

域の総合研究にあります｡もとより,このような研究

は,第一に,東南アジア諸国民に対する深い愛情と理

解を欠いては,成立致しません｡およそ100年前に,

極東の-後進国として近代化-の第一歩を踏み出した

当時のわが国の状態を顧みて,いまや近代化へのスタ

ー トを切ったばかりのこれらの国々に対し,わが国民

にしてはじめて真の理解と愛情とを持ちうると信じる

のであります｡第二に,このような研究は,各専門分

野のあいだの緊密な協力と調整を必要とするだけでな

く,学外および外国の大学その他の学術研究機関に属

する研究者の御協力が短くては,十分な成果を挙げる

ことができません｡幸い,学内では前述のような研究

体制が ととのい,また学外の研究者の協力について

も,それをえられる見通しがほぼ立っております｡

以上のような心構えと協力の上に立って,われわれ

は,書かれた文献によるよりも,むしろ現地に赴き,

諸国民と生活を共にすることによって,未開の研究分

野を開拓し,もって広く世界の学界に寄与貢献したい

所存であります｡

このような大がかりな研究を遂行するためには,良

い年月と多額の費用をかけねばなりません｡幸い,今

度フォード財団の御厚意により,35万 ドルの研究費援

助を受けることができることになりました｡､これと,

国内で調達する各種の資金とをもって,今日,改めて

研究5カ年計画の実施に着手いたします｡研究の遂行

に当って,日本学術会議の国際研究協力の5原則を守

るのは当然のことであります｡そして,この5カ年計

画の成果が挙がるのを見きわめて,われわれは,研究

地域を他のアジア諸国-も拡大して参りたいと思いま

す｡

終りにのぞみ,フォード財団に対して感謝の意を表

するとともに,本研究に対する内外の大学および研究

機関,とくに東南アジア諸国の大学の御協力と御支援

とを深 く期待する次第であります｡

京都大学東南 アジア研究計画概要

京都大学東南アジア研究センターの研究計画は,人

文 ･社会科学部門と自然科学部門とに大別される｡フ

ォード資金援助による5カ年計画は,人文 ･社会科学

部門研究の1つの事業として実施されるが,その内容

は次のようである｡

A 調査研究計画

本調査研究計画は東南アジアの近代化を共通のテ

ーマとする総合研究計画であって,中核調査計画と

個別調査計画とからなる｡

a 中核調査 (予定)

1 ビルマ調査

とくに上部ビルマと下部ビルマの2村落の集

約的調査を行なう｡

2 マラヤ調査
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とくに東海岸と西海岸との2村落の集約的調

査を行なう｡

b 個別調査

1 東南アジアの自然条件

2 ビルマ ･タイ ･マラヤ地域の言語調査

3 東南アジアの宗教

4 東南アジアの教育問題

5 東南アジアの政治構造と政治過程の比較研究

6 東南アジアにおける経済発展の諸問題

7 東南アジアの華僑の社会的 ･歴史的研究｡等｡

B 出版計画

調査研究成果を日･英両文で13冊にまとめ出版す

る｡

C 訓練計画

研究者を養成するために,とくに現地言語を中心

とした地域研究のための訓練教育計画を行なう｡そ

の他東南アジアの謁問題に関する講義およびセミナ

ーを計画する｡

D 交換計画

東南アジアおよび欧米諸国における東南アジア専

門学者との交流,研究協力および国際シンポジュウ

ムを実施する｡

E 図書計画

Human RelationsAreaFiles其他を購入す

る｡

NEWSFROAtTIIE FORD FOUNDATION
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1963

Forfurtherinformation:RichardMagator

WalterAshley,Plaza1-2900

Homephones:Magat,MOuntVernon4-7078;

Ashley,PEekskil17-7280

NEW YORK,April1-TheFordFoundation

todayannouncedaseriesofgrantsinJapan

andAustraliadesignedtostrengthenassocia･

tionbetween thedevelopedcountriesofthe

Pacificandothernations,andtoexpandthe

reservoirofassistancetounderdevelopedareas.

Thegrantswere:

-$350,000toKyotoUniversitytoassistthe

newlyestablishedCenterofSoutheastAsian

Studiesand$15,000forexchangevisitsbetween

physicistsfrom Japan and othercountries;

(Detailsonpage2)

-$214,000totheInternationalChristianUni-

versity,inTokyo,tohelpitsnew Graduate

SchoolofPublicAdministrationimprovetrain-

ingforpublicserviceinJapanandabroad;

(Detailsonpage3)

$200,000totheAustralianNationalUniversity

inCanberraand$75,000totheAustralianlns-

titllteOflnternationalAffairsforresearchon

international affairs,exchangeofscholars,

seminars,andconferences.(Detailsonpage-3)

KyotoUniversity,OneofJapan'sleading

educationalinstitlltions,Willuseits$350,000

grantforsupportofitsnewlyestablshedCen-

terofSoutheastAsianStudies.Theuniversity,

whoseinterestinSoutheastAsiahasincluded

notonly languageandsocialstudiesbutme-

dicine,agriculture,engineering,andotherfields,

willinvolveallitsfaculties,includingthena-

turalandbiologicalsciences,inthecenter's

work.Thecenter'sprogram willconsistoftea-

chingandtrainingprogramswithintheunive-

rsity;field research inSolltheastAsia,and

publicationofresultsinJapaneseandEnglish;

trainingoffacultymembersandadvancedgra-

duatestudentsabroad;internationalresearch

seminars;andcollectionofresearchmaterials.

"Despiteitsgeographicalandhistoricalasso-

ciationswithSoutheastAsia,Japanbelievesit

hasnotconcentratedadequatelyonresearch

andotheractivitiesdesignedtoadvanceunder-

standingoftheregion,"saidShepardStone,

directoroftheFoundation'slnternationalAf-

fairsprogram."Kyoto'snewcenterwillprovide

astrongacademicbaseforknowledgeandre-

searchonwhichtobuildbetterrelationsbet-

WeenJapanandSoutheastAsiaandtoincrease

theeffectivenessofJapanesedevelopmentassis-

tanceinthatregion."(more)
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